
消費者庁元職員による求職規制違反事案の概要

主　　　な　　　経　　　過 規　　　制　　　違　　　反　　　等　　　の　　行　　　為

利害関係企業等Ｂ社に対する行政処分

利害関係企業等Ａ社との接触が開始

再任用退職

Ａ社に対して何度も「定年退職」「最後の仕事」と告げる

Ａ社に人事異動日・異動先・利害関係企業等でなくな
ることを伝え、Ａ社トップとの面会を要求

所属長が右記行為を注意

以降単独での対応が頻発

行政指導中に利用していたツール・資料等を自宅に持ち帰り

Ｂ社に対して「あと２年で定年退職」「御社の顧問になる
かどうか」との発言を行う

Ｘ職員の行為 Ａ社の対応

定年退職・再任用

Ａ社から再就職の誘い

Ｘ職員人事当局へ相談

人事異動

Ａ社内でトップに対し、Ｘ職員のＡ社への求職活動には再就職規制が
ある旨を説明

平成24年12月初旬

平成24年8月

平成26年8月

同年12月初旬

同年12月下旬

平成27年3月初旬

同年6月30日

同年7月10日

Ｘ職員の平成26年8月から平成27年3

月までの間の左記の行為を含む一連

の行為は、地位に就く目的で、

「自己に関する情報を提供」し、

「地位に就くことを要求」した

と認められる。

Ａ社内で上記面会に係る「伺い書」が作成、決裁された。

平成25年1月下旬

「自己に関する情報提供」

「地位に就くことを要求」

Ａ社トップとの面会を早すぎるとキャンセル

Ｘ職員人事当局へ求職
規制につき相談

Ｘ職員人事当局へ相談

人事異動内示

一連の行為

Ａ社に、私用メールアドレスおよび電話番号の
連絡先を伝える

求職規制違反の疑い

求職規制違反行為Ａ社に対して同社の地位に就くことを固辞しなかった

Ｘ職員Ａ社に顧問として再就職

は、国家公務員法第106条の3第1項 職員の退職管理に関する政令第4条第3号、同条第5号に該当する利害関係企業となる期間

（利害関係企業等）
第四条
三 立入検査、監査又は監察（法令の規定に基づき行われるものに限る。以下「検査等」という。）をする事務 当該検査等を受け
ている営利企業等及び当該検査等を受けようとしていることが明らかである営利企業等（当該検査等の方針及び実施計画の作成
に関する事務に携わる職員にあっては、当該検査等を受ける営利企業等）
五 行政指導（行政手続法第二条第六号 に規定する行政指導のうち、法令の規定に基づいてされるものをいう。以下同じ。）をす
る事務 当該行政指導により現に一定の作為又は不作為を求められている営利企業等


